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【継続企業の前提に関する事項】 

当第３四半期連結会計期間(自  平成21年７月１日  至  平成21年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 

 
  

【簡便な会計処理】 

 
  

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】 

当第３四半期連結累計期間(自  平成21年１月１日  至  平成21年9月30日) 

該当事項はありません。 

  

 
当第３四半期連結累計期間

(自 平成21年１月１日 至 平成21年９月30日)

連結の範囲に関する

事項 

  

連結子会社の数  ６社 

主要な連結子会社の名称 

 アイフィス・インベストメント・マネジメント株式会社 

 株式会社東京ロジプロ 

 株式会社キャピタル・アイ 

 株式会社アイコス 

 株式会社ヴィオ 

  

平成21年５月31日付で株式会社ヴィオの発行済株式数の100％を取得し子会社化したた

め連結の範囲に含めております。 

連結子会社の事業年

度等に関する事項 

 

第２四半期連結会計期間に連結子会社となった株式会社ヴィオにつきましては、決算日

を３月31日から12月31日に変更したことにより、当社の連結決算日と一致しておりま

す。よって、すべての連結子会社の事業年度は連結決算日と一致しております。 

のれん及び負ののれ

んの償却に関する事

項 

のれんは、５年間で均等償却しております。負ののれんは、その効果が及ぶと見積もら

れる期間で均等償却することとしております。 

 
当第３四半期連結累計期間

(自 平成21年１月１日 至 平成21年９月30日)

一般債権の貸倒見積

高の算定方法 

 

当第３四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著し

い変化がないと認められるため、前連結会計年度末の貸倒実績率を使用して貸倒見積高

を算定しております。 

固定資産の減価償却

費の算定方法 

定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分

して算定する方式によっております。 
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【注記事項】 

(四半期連結貸借対照表関係) 

 
  

(四半期連結損益計算書関係) 

第３四半期連結累計期間 

 
  

第３四半期連結会計期間 

 
  

当第３四半期連結会計期間末 
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成20年12月31日)

※１  有形固定資産の減価償却累計額  103,650千円 ※１  有形固定資産の減価償却累計額   82,566千円 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年１月１日  
 至 平成21年９月30日)

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 

 

※２ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

役員報酬 64,076千円 

給与手当 299,616千円 

賞与引当金繰入額 20,703千円 

 

建物付属設備 657千円 

工具器具備品 173千円 

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成21年７月１日  
 至 平成21年９月30日)

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 

 

※２ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

役員報酬 19,506千円 

給与手当 101,031千円 

賞与引当金繰入額 15,291千円 

 

工具器具備品 47千円 
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

 
  

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年１月１日  
 至 平成21年９月30日)

※１  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連

結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関

係 

 
※２  株式の取得により新たに連結子会社になった会

社の資産及び負債の主な内訳 

 株式の取得により新たに株式会社ヴィオを連結

したことに伴う連結開始時の資産及び負債の内訳

並びに株式の取得価額と取得による収入（純額）

との関係は次のとおりであります。 
 

  現金及び預金 1,042,433千円

  預入期間が３か月超の定期預金 △50,000 〃

  現金及び現金同等物 992,433千円

流動資産 90,406千円

固定資産 16,525 〃

流動負債 △43,824 〃

固定負債 △25,073 〃

負ののれん △28,034 〃

株式の取得価額 10,000千円

現金及び現金同等物  70,512 〃

差引：株式の取得による収入 60,512千円
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(株主資本等関係) 

当第３四半期連結会計期間末(平成21年９月30日)及び当第３四半期連結累計期間(自  平成21年１月１日 

 至  平成21年９月30日) 

１  発行済株式に関する事項 

 
  

２  自己株式に関する事項 

 
  

３  新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

  

４  配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の

効力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの 

該当事項はありません。 

  

５  株主資本の著しい変動に関する事項 

該当事項はありません。 

  

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 51,070 

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 490 

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年３月19日 
定時株主総会 

普通株式 25,485 500 平成20年12月31日 平成21年３月23日 利益剰余金
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(リース取引関係) 

 
  

(自 平成21年１月１日 
至 平成21年９月30日) 

当第３四半期連結累計期間

 所有権移転外ファイナンス・リース取引について通常

の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っており、当

四半期連結会計期間末におけるリース取引残高に前連結

会計年度末に比べて著しい変動が認められます。 

（借主側） 
 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び四半期末残高相当額 

   

 
取得価額 
相当額
(千円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円)

四半期末 
残高 
相当額
(千円)

工具器具備品 9,679 3,704 5,975 

(2) 未経過リース料四半期末残高相当額 

 

 １年内 1,786千円

 １年超 4,331千円

  合計 6,117千円

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

（四半期連結累計期間） 

 （四半期連結会計期間） 

 

支払リース料 1,833千円

減価償却費相当額 1,667千円

支払利息相当額 170千円

支払リース料 489千円

減価償却費相当額 450千円

支払利息相当額 51千円

(4) 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

  減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

  利息相当額の算定方法 

  リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については

利息法によっております。 
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(有価証券関係) 

 当第３四半期連結会計期間末(平成21年９月30日) 

著しい変動がないため、記載を省略しております。 

  

(デリバティブ取引関係) 

 当第３四半期連結会計期間末(平成21年９月30日) 

当社グループはデリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。 

  

(ストック・オプション等関係) 

 当第３四半期連結会計期間(自  平成21年７月１日  至  平成21年９月30日) 

記載すべき重要な事項はありません。 

  

(企業結合等関係) 

 当第３四半期連結会計期間(自  平成21年７月１日  至  平成21年９月30日) 

該当事項はありません。 
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(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

当第３四半期連結会計期間(自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日) 

 
当第３四半期連結累計期間(自 平成21年１月１日 至 平成21年９月30日) 

 
(注) １ 事業区分の方法 

（１）事業は、サービスの内容および特性を考慮して区分しております。 

（２）当第２四半期連結会計期間に、株式会社ヴィオを連結の範囲に含めたため、当第３四半期連結累計   

期間から新たな事業区分として「ＩＴソリューション事業」を追加しております。 

  

２ 事業区分の内容 

 
  

 
投資情報 
事業 
(千円)

ドキュメン
トソリュー
ション事業
(千円)

ファンドデ
ィスクロー
ジャー事業
(千円)

ＡＳＰ・Ｄ
Ｂ事業 
(千円)

ＩＴソリュ
ーション事

業 
(千円)

計
(千円)

消去又は 
全社 
(千円)

連結
(千円)

 売上高     

(1) 外部顧客に対する 
売上高 110,204 241,323 309,312 19,858 57,790 738,489 － 738,489

(2) セグメント間の内 
部売上高又は振替
高 

 － 7,703 － － 9,117 16,820 △16,820 －

計 110,204 249,026 309,312 19,858 66,908 755,310 △16,820 738,489

 営業利益 28,800 17,597 51,047 2,918 3,439 103,802 △98,064 5,737

 
投資情報 
事業 
(千円)

ドキュメン
トソリュー
ション事業
(千円)

ファンドデ
ィスクロー
ジャー事業
(千円)

ＡＳＰ・Ｄ
Ｂ事業 
(千円)

ＩＴソリュ
ーション事

業 
(千円)

計
(千円)

消去又は 
全社 
(千円)

連結
(千円)

 売上高     

(1) 外部顧客に対する 
売上高 337,301 812,725 957,716 62,362 57,790 2,227,895 － 2,227,895

(2) セグメント間の内 
部売上高又は振替
高 

1,300 25,145 2 － 9,117 35,564 △35,564 －

計 338,601 837,870 957,718 62,362 66,908 2,263,460 △35,564 2,227,895

 営業利益 73,943 66,484 189,164 1,708 3,439 334,740 △283,394 51,345

事業区分 主要サービス

投資情報事業 
・インターネットを利用した金融市場情報提供サービス 
・上場企業に関する財務データ提供サービス 

ドキュメントソリューション
事業 

・金融ドキュメントの処理に関するソリューション提供サービス
・ＩＲコンサルティングサービス 

ファンドディスクロージャー
事業 

・投資信託にかかる目論見書・販売促進用ツール等の編集・印刷・配
送サービス 

・EDINET提出用データ作成サービス 

ＡＳＰ・ＤＢ事業 
・ファンド関連データベース構築サービス
・ファンド関連書類作成ＡＳＰ提供サービス 

ＩＴソリューション事業 ・システム提案/開発/保守運用サービス
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３ 事業区分の方法の変更 

事業の種類別セグメント情報における事業区分は、前連結会計年度において「投資情報事業」「ＩＲ事

業」「証券ドキュメント事業」「投信ドキュメント事業」に区分しておりましたが、当第１四半期連結会計

期間より「投資情報事業」「ドキュメントソリューション事業」「ファンドディスクロージャー事業」「Ａ

ＳＰ・ＤＢ事業」の事業区分に変更することといたしました。 

このセグメント区分の変更は、サービスの効率的な提供に重点を置き、より迅速に市場の変化に対応する

ための組織変更を行ったことに加え、今後も市場環境の変化に伴い当社グループが提供する各セグメントに

おけるサービス内容の見直しが随時行われることから、より経営実態や金融情報事業の変化が適切に反映さ

れることを考慮した売上集計単位に変更したものです。 

なお、前連結会計年度における事業区分によった場合の当第３四半期連結累計期間「事業の種類別セグメ

ント情報」は以下の通りであります。 

当第３四半期連結累計期間(自 平成21年１月１日 至 平成21年９月30日) 

 
  

【所在地別セグメント情報】 

 当第３四半期連結会計期間(自  平成21年７月１日  至  平成21年９月30日)及び当第３期半期連結累

計期間(自  平成21年1月１日  至  平成21年９月30日) 

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

【海外売上高】 

 当第３四半期連結会計期間(自  平成21年７月１日  至  平成21年９月30日)及び当第３期半期連結累

計期間(自  平成21年1月１日  至  平成21年９月30日) 

 海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

 
投資情報 
事業 
(千円)

ＩＲ事業
(千円)

証券ドキュ
メント事業
(千円)

投信ドキュ
メント事業
(千円)

ＩＴソリュ
ーション事

業 
(千円)

計
(千円)

消去又は 
全社 
(千円)

連結
(千円)

 売上高     

(1) 外部顧客に対する 
売上高 344,801 105,062 710,037 1,010,203 57,790 2,227,895 － 2,227,895

(2) セグメント間の内 
部売上高又は振替
高 

1,300 － 26,127 2 9,117 36,546 △36,546 －

計 346,101 105,062 736,164 1,010,205 66,908 2,264,442 △36,546 2,227,895

 営業利益 69,866 30,423 32,306 198,704 3,439 334,740 △283,394 51,345
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(１株当たり情報) 

１  １株当たり純資産額 

  

 
  

２  １株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 

第３四半期連結累計期間 

 
(注)  １株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎 

 
  

当第３四半期連結会計期間末 
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成20年12月31日)

  

 28,539円24銭
 

29,717円74銭

(自  平成21年１月１日 
至  平成21年９月30日) 

当第３四半期連結累計期間

１株当たり四半期純利益金額 482円48銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 481円87銭
 

項目 (自  平成21年１月１日 
至  平成21年９月30日) 

当第３四半期連結累計期間

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 24,596 

普通株式に係る四半期純利益(千円) 24,596 

普通株主に帰属しない金額(千円) - 

普通株式の期中平均株式数(株) 51,037 

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算
定に用いられた普通株式増加数の主要な内訳
(株） 
  新株予約権 

65 

普通株式増加数(株) 65 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益金額の算定に含まれなかった
潜在株式について前連結会計年度末から重要な変
動がある場合の概要 

- 

─ 28 ─



第３四半期連結会計期間 

 
(注)  １株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎 

 
  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

(自  平成21年７月１日 
至  平成21年９月30日) 

当第３四半期連結会計期間

１株当たり四半期純利益金額 198円16銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 197円91銭
 

項目 (自  平成21年７月１日 
至  平成21年９月30日) 

当第３四半期連結会計期間

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 10,086 

普通株式に係る四半期純利益(千円) 10,086 

普通株主に帰属しない金額(千円) - 

普通株式の期中平均株式数(株) 51,070 

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算
定に用いられた普通株式増加数の主要な内訳
(株） 
  新株予約権 

64 

普通株式増加数(株) 64 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益金額の算定に含まれなかった
潜在株式について前連結会計年度末から重要な変
動がある場合の概要 

- 
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該当事項はありません。 

  

２ 【その他】
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平成21年10月28日

株式会社アイフィスジャパン 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株

式会社アイフィスジャパンの平成21年１月１日から平成21年12月31日までの連結会計年度の第３四半期連結

会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年１月１日

から平成21年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損

益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務

諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表

明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社アイフィスジャパン及び連結子会

社の平成21年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結

累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと

信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

独立監査人の四半期レビュー報告書

有限責任監査法人トーマツ

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士  原  田  誠  司  印 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士  中  島  達  弥  印 

(注) １ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２ 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 




